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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回ったが、自動車販売が前年

を下回るなど、一部に弱い動きが残っている。住宅投資は、分譲を中心に前年を上回ってい

る。設備投資は、基調としては持ち直している。公共投資は、前年を下回っている。観光

は、外国人観光客の増加が続いている。輸出は、アフリカや中東向けなどが減少した。

生産活動は下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改

善が続いている。企業倒産は、件数、負債総額とも減少した。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 

千台 ％ 

43227/11211109876526/4

30

25

20

15

10

5

0 -30

-20

-10

0

10

20

30

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～２か月ぶりに増加

４月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋７．７％）は、２か月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比＋１１．３％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋６．８％）

は、衣料品が前年を下回ったが、飲食料品、

身の回り品、その他の品目が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋８．０％）

は、１９か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１３か月連続で減少

４月の乗用車新車登録台数は、１３，０９２台

（前年比▲２．１％）と１３か月連続で前年を下

回 っ た 。 車 種 別 で は 、 普 通 車 （ 同

＋２０．５％）、小型車（同＋３．２％）は増加した

が、軽乗用車（同▲２２．８％）が減少した。

１～４月累計では、６３，７７９台（前年比

▲１４．８％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲１０．２％）、小型車（同▲１６．２％）、

軽乗用車（同▲１７．０％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）

③札幌ドーム来場者～２か月ぶりに減少

４月の札幌ドームへの来場者数は１９５千人

（前年比▲８．９％）と２か月ぶりに前年を下

回った。内訳はプロ野球が１６０千人（同

▲９．５％）、プロサッカーが２７千人（同

▲５．７％）、その他が９千人（同▲７．７％）

だった。

試合数はプロ野球が７試合（前年差▲２試

合）、プロサッカーは３試合（同±０試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が２２，８００

人（前年比＋１６．３％）、プロサッカーが８，９３９

人（同▲５．７％）だった。

④住宅投資～２か月ぶりに増加

４月の新設住宅着工戸数は、３，４０２戸（前

年比＋５．１％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１２．４％）、

貸家（同▲３．１％）が減少したが、分譲（同

＋１２２．９％）が増加した。

１～４月累計では、８，２６３戸（前年比

＋０．２％）と前年を上回っている。利用関係

別では、貸家（同▲６．１％）、持家（同▲２．６％）

が減少しているが、分譲（同＋３７．９％）が増

加している。

⑤民間設備投資～２か月連続で減少

４月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１８５，６８４㎡（前年比▲１８．５％）と２か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲３６．５％）、非製造業（同▲１５．７％）いずれ

も前年を下回った。

１～４月累計では、５２４，４５８㎡（前年比

▲１４．３％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲４９．１％）、非製造業（同

▲９．７％）とも前年を下回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～３か月連続で減少

５月の公共工事請負金額は、１，０５０億円

（前年比▲１６．１％）と３か月連続で前年を下

回った。

発注者別では、国（前年比＋４．８％）は前

年を上回ったが、市町村（同▲３４．３％）、北

海道（同▲１８．４％）が前年を下回った。

１～５月累計では、請負金額３，４０５億円

（前年比▲１６．６％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～６か月連続で前年を上回る

４月の国内輸送機関利用による来道客数

は、８２２千人（前年比＋４．６％）と６か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲０．１％）が前年を下回ったが、航

空機（同＋５．３％）、JR（同＋１．２％）が前年

を上回った。

１～４月累計では、３，５４３千人と前年を

３．２％上回っている。

⑧外国人入国者数～２７か月連続で増加

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、６９，２５８人（前年比＋５７．４％）と２７か月連

続で増加した。１～４月累計では、３５６，８２０

人（同＋４８．５％）と前年を上回っている。

４月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ５１．０％増加した。路線別では、ソウ

ル線、香港線などが増加した。

道内経済の動き
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⑨貿易動向～輸出は３か月連続で減少

４月の道内貿易額は、輸出が前年比４．１％

減の４２９億円、輸入が同１２．２％減の１，０２３億円

だった。

輸出は、魚介類・同調製品などが増加した

が、鉄鋼や船舶などが減少し、３か月連続で

前年を下回った。輸入は、原油価格の下落に

よって原油及び粗油が減少するなどし、１３か

月連続で前年を下回った。

⑩鉱工業生産～４か月ぶりに低下

４月の鉱工業生産指数は９７．１（前月比

▲１．０％）と４か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲２．８％と１３か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

鉱業など７業種が上昇したが、パルプ・紙・

紙加工品工業、電気機械工業、窯業・土石製

品工業など８業種が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８５倍（前年比＋０．０９ポイント）と６３か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比５．２％の増加とな

り、６３か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋１２．６％）、

宿泊業・飲食サービス業（同＋１４．２％）、情

報通信業（同＋２５．７％）などが増加した。

道内経済の動き

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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⑫名目賃金指数～１５か月ぶりに低下

３月の名目賃金指数は、現金給与総額が

９０．８（前年比▲３．２％）となり、１５か月ぶり

に前年を下回った。現金給与総額のうち、き

まって支給する給与は１００．７（同▲０．４％）と

なり、２か月連続で前年を下回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも減少

５月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

▲１５．８％）、負債総額が３３億円（同▲２９．４％）

となった。件数は３か月連続で減少、負債総

額は２か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業が４件、小売業、サー

ビス・他がそれぞれ３件などとなった。

⑭消費者物価指数～２４か月ぶりに低下

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．０（前年比▲０．３％）と、２４か

月ぶりに前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋１．９％）

など４費目が前年を上回り、住居（同±

０．０％）は前年と変わらなかった。一方、交

通・通信（同▲３．０％）、光熱・水道（同

▲１．３％）など５費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２８／本文　※柱に注意！／００１～００５　道内経済の動き  2015.06.17 17.38.20  Page 5 



― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号

「eシルクロード大学」という名前の私的勉強会を続けて来てもう１０年目に入っている。筆者

が北大退職の翌年（２００６年）に第１期目を開始し、毎月１回の勉強会である。初期の頃は、札幌

市長から委嘱された「eシルクロード親善大使」の報告会も兼ねた勉強会だった。

ここで「eシルクロード」とは、当時勃興してきたアジアのICT（情報・通信技術）産業の盛

んな都市を結んでの、ICT産品やサービス、それに携わる人の現代の交易路を、札幌市を起点に

して開拓して行こうという趣旨のプロジェクトであった。札幌市におけるICTのビジネスを行っ

ているキーパーソンに前記親善大使になってもらい、大使の仕事の一つとして同勉強会の講師も

務めてもらった。

勉強会の聴講生は、講師の会社の社員を主体に、行政や研究機関、民間人と幅広く声をかけて

集まっていただいた。最初の頃は、年度が変われば聴講生全員を入れ替えるというやり方で行っ

た。こうすることにより講師の方は同じ人でも、毎回似たような話をしてもよく、より多くの聴

講生に講師の話を聞いてもらえる利点を考えてのことであった。「大学」と銘打ってあるので、１

年間受講した聴講生には修了証として記念品を出していた。

何かのプロジェクトを行うには経費がかかる。しかし、この私的な勉強会では１円のお金も流

れない。会場は無料で貸してもらえるところを探し、講師には講師料は支払わず（支払わなくて

も話してくれる講師を探し）、当然ながら聴講生から１円も徴収していない。

１０年も続けてくると、勉強会の性格も徐々に変わって来て、お金を使わない点は同じでも、聴

講生は年度が替わっても同じ人が継続し、講師の方はどんどん違った人が務めるようになってき

ている。無料で使える会場も「さっぽろ産業振興財団」の管理するセミナー室から企業が提供す

る会場に変わってきている。

第１０期目の今年（２０１５年）に入ってからの講師を挙げると、１月在札幌米国総領事館首席領事

ジョエレン・ゴーグ（JoEllen Gorg）氏、２月「くすみ書房」店主久住邦晴氏、３月中国駐札幌

総領事滕安軍氏、４月ホーム企画センター会長（北海道日中友好協会会長）青木雅典氏、５月ダ

ウンロードフォト社長（熱気球写真家）八戸耀生氏、６月北海道芸術デザイン専門学校講師 野

沢桐子氏である。これまでの勉強会の様子はブログ「eシルクロード」（http : //esre.sblo.jp/）に載

せてあるので誰でもアクセスして見ることができる。

この勉強会を主宰して、一人で企画・運営をし続けてこられたのは、過去のそして新しく形成

して来た人的ネットワークのおかげであると思っている。毎回の講師の話は勉強になるもので、

主宰者である筆者も勉強させてもらっている。しかし、勉強になると言っても、講師が体験した

話を１時間半程度聞き流していることが多い。ただ話を聞くという受け身から、勉強会を企画

し、実行していく側に身を置くことで、講師と聞き手といった関係から一歩踏み込んだ関係に持

ち込める。組織を背負わず、個人の立場でこれを行うと、組織の壁も越えやすく、ネットワーク

寄稿

ネットワーク形成道場の勧め
―私的勉強会から見えてくるもの

北海道大学名誉教授 青木 由直
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を形成していく上での勉強になる。当然、組織を利用するメリットは無くなり、講師に辿り着く
まで手探り状態の場合もあるけれど、それこそが実践に即した勉強となる。

ネットワークは仕事や活動の上で役立つ。というより、役立てることが出来るようなネット

ワーク形成を考えるべきである。筆者の例でいえば、毎年（これも９年目に入る）の道新文化セ

ンターの「身近な都市秘境を歩いてみよう」講座で活用させてもらっている。一般市民が訪れる

機会の少ない在札幌米国総領事館に、この４月、２４名の市民と一緒に訪れ、領事館内を見学し、

ゴーグ首席領事の講話を聴いた。それは前記勉強会を介してゴーグ氏と周囲の方々とのネット

ワークの形成があってできた結果である。

企業や組織には当然内部での勉強会はある。しかし、それは内部で閉じてしまい外への広がり

を持つネットワークにはならない。仕事の場から距離を置いて、規模の大小はあるとしても、参

加者を募り、ネットワーク形成の場がもっと存在してもよいように思える。いわば誰かが言い出

し、組織から離れた市井のネットワーク形成道場がもっとあってもよいと思っている。そういう

道場があれば、色々な活動を行う上での活力の基になる。

お金をかけていないから費用対効果比は式の上では無限大になる。それは有り得ないとして

も、お金がなくてもやれることはいくらでもある。経済活動とはお金を使う（回す）ことだとの

立場では、費用の掛からない勉強会は経済活動に寄与していない。しかし、そこで培われたネッ

トワークが、別の局面でお金を使う活動に利用されるのだから、視野を拡大して見ると、結果的

に経済活動に貢献することになる。

若い世代（筆者の年齢から見るとほとんどが若い世代に属するけれど）がどんどんネットワー

ク形成道場を開いて道場主になり、札幌に、否、北海道各地に、このような道場が開かれると面

白いと思っている。そこでは、道場主の流儀のネットワーク形成術が編み出され、集まる人の研

鑽の場になる。昔、市井にあって何々流の看板を掲げた剣術の道場と同様、道場主の流儀のネッ

トワーク形成道場があちらこちらにあって、異業種の門弟が集う機会が増えると、もっと元気な

社会になると思っている。
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＜執筆者略歴＞

北海道大学名誉教授、工学博士。１９６６年北大大学院修士修了、北大講師、助教授、教授を経て

２００５年定年退職。

マイクロコンピュータの黎明期に、手づくりのマイコンシステムを開発し、これが後の研究や

教育に広く活用された。また、企業幹部を対象に「青木塾」を主宰し、大学と企業との交流を促

進することで、研究成果を社会に還元する活動を行い、ここから多くの門下生が札幌で起業し、

情報産業の中核を担うなど、「サッポロバレー」の源流を作った。更に、中国瀋陽市の計算機学

院の設立に尽力し、中国の大学生を対象とした奨学金の創設や研究者交流を行うなど、国際交流

においても幅広く活動された。

退職後の著作として「札幌秘境１００選」（マップショップ、２００６）、「小樽・石狩秘境１００選」（共同

文化社、２００７）、「江別・北広島秘境１００選」（同、２００８）、「爪句＠札幌＆近郊百景 北海道豆本se-

ries１」～「爪句＠今日の一枚series２４」（共同文化社、２００８～２０１５）、「札幌の秘境」（北海道新聞

社、２００９）、「風景印でめぐる札幌の秘境」（北海道新聞社、２００９）「さっぽろ花散歩」（北海道新聞

社、２０１０）。

北海道新聞文化賞、北海道文化賞、北海道科学技術賞、北海道功労賞。

QRコードをスマホ等で読み込
み、表示された画像をクリック
するとパノラマ写真となり、回
転、拡大等操作で会場の様子を
見ることが出来ます。

「ｅシルクロード大学」第１０期第１講の様子。講師は在札幌米国総領
事館主席領事Ｊ．ゴーグ氏（中央の立っている人物）。会場は内田洋
行札幌ユビキタス協創広場U-cala。
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北海道はバブル経済崩壊後、厳しい経営環境が続きましたが、一昨年以降の金融緩和や積極的

な財政出動が功を奏し、漸く明るさが見え始めました。しかし道内の中小企業からは、景気回復

の実感に乏しい、という声が多く聞かれます。道内の中小企業はこれを払しょくするためにも、

新規事業、新製品、新サービスの開発に果敢に挑戦していかなくてはなりません。しかしなが

ら、これらの開発は、経営資源が豊富な大企業であってもそう簡単にはいかないのが一般的で

す。

本稿では、このような新規事業、新製品、新サービスの開発に挑戦する中小企業等の皆様に、

地域のインフラ（金融機関や支援機関など）を認識していただくこと、大学や公設試験研究機関

の研究者と上手に付き合う方法、そして新規プロジェクトを成功に導くコツ、について解説する

ことといたします。

１．企業の経営資源と地域のインフラ１）

企業の経営環境には内部環境と外部環境と分けることができます。内部環境とは企業内部

（己）の環境で、主にMan（人材）、Machine（設備等）、Material（材料等）、Money（資本）、In-

formation（情報、技術、ノウハウ）などの経営資源がこれにあたります。外部環境とは競業他社

（敵）だけでなく、経営に影響を及ぼす自然環境、社会環境、経済環境などのいろいろな企業外

経営のアドバイス

自社にない経営資源の補てん法
～共同研究のすすめ～

図１ 企業の経営資源と地域のインフラ

北海道大学 産学・地域協働推進機構 産学推進本部
産学協働マネージャー 須田 孝徳
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図２ 大学の使命の変化２）

部の環境です。たとえば、大学、公設試験研究機関、公的支援機関、金融機関等の企業を支える

地域のインフラも外部環境といえます。経営資源の少ない中小企業にとって地域のインフラは、

新商品、新サービスを創り出すためにも重要な要素と考えられます。（図１）

地域の中小企業が新商品を創り出す場合、大学や公設試験研究機関から、技術相談や共同研究

などを通じて、必要な開発や試験などの技術的な支援を受けることがありますが、場合によって

は商品の基となるシーズそのものの提供を受けることもあります。また、経営相談窓口や研究開

発等助成金などを担当する公的支援機関、金融機関も重要なインフラとなります。

地域の企業は、これらのインフラを上手に利活用することで不足する経営資源を補うことが成

功の近道と考えます。

２．大学は変化している

古くから大学の主たる役割は教育と研究と理解されてきました。そして人材の育成や研究の推

進が将来的に社会に貢献できるものとされ、長期的な効用として考えられてきました。しかし、

第２次小泉内閣当時に提出された中央教育審議会の答申の「我が国の高等教育の将来像」では、

「大学は地域の要望に耳を傾け、地域と連携し、得られた成果を大学自身の教育研究活動に活か

そうとする考えを持つべき」とされました。すなわち、大学の役割を「教育」と「研究」のみな

らず「社会貢献」を第３の使命とおくこととされ、加えて社会への貢献が将来的というような長

期スパンではなく、即時的な効果を求められるようになりました。なお、この答申は平成１８年の

教育基本法の改正につながっております。（図２）
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これまで北海道大学も少しずつではありますが社会貢献に取り組んできました。社会貢献には

さまざまなアプローチがあると思いますが、その１つとして地域における産学官連携活動があげ

られます。前総長の佐伯浩３）は、北海道大学が進めてきた産学官連携に関し、次の３つの課題が

あるとしております。

１）地域経済強化の駆動力になることが本学のミッションの１つである。しかし、道内企業と

の連携の実績が増えていない。

２）国のプロジェクト等の公募採択は比較的順調だ。しかし、道内産業への貢献にまで至って

おらず、自治体との連携強化が必要である。

３）知財に結び付くような研究に、大学院生、ポスドクの研究者が数多く携わっていて、企業

への就職を希望している者も多い。しかし、博士課程修了者の企業への就職情況は厳しいの

が現実で、特に北海道はその受け皿が少ない。

上記を少し踏み込んで解説しますと、１）は、北海道地域以外の大手企業とは連携が進んでい

るが、地域企業との実績がなかなか進まず、地域産業活性化につながっていない、２）は、大学

が地域企業との連携を深めるためにも、地域企業に近い自治体や公設試験研究機関と強く連携す

る必要がある、３）は、大学院を修了したような高度人材が道内に残る環境がなく大きな損失に

なっている、ということになるかと思います。

上記のような課題を認識しつつ、北海道大学は本年４月より、これまで産学連携活動を担って

きた産学連携本部から、さらに社会貢献に力を入れるべく、組織名に「地域」を加え、産学・地

域協働推進機構と改組しました。

３．研究者と共同研究していくには４）

１項では企業の不足する経営資源と地域インフラについて、２項では大学は社会貢献すること

が第３の使命になってきている、ということについて説明してきました。本項では、大学や公設

試験研究機関の研究者と付き合うヒントについて説明いたします。

（１）研究者と共同研究のきっかけをつくる

研究者と知り合うきっかけは色々あります。各大学や公設試験研究機関の産学連携担当窓口に

相談し、紹介を受けるのも一つの方法です。また何かの会合で知り合うこともあると思います。

しかしながら、それ以上のお付き合いとなりますとなかなか進展しないのが一般的です。

企業が研究者と知り合い、スムーズに共同研究までたどり着くには、知り合う経緯よりも「先

生の研究に興味があります」の一言のほうが大きいと考えます。研究者にとっても自分の研究に

興味を持ってもらえるのはうれしいことであり、さらに自分の研究が事業化につながる可能性が

あるとすれば、共同研究する十分な動機づけとなります。

すなわち“知り合うだけ”であればどんな方でも色々な方法で可能ですが、共同研究を実施し

たいということであれば目的意識を持って面談し、ターゲットとなる研究者の研究内容について

も大まかなところは“勉強”しておくことが近道です。勉強をしておきますと、共通の話題もで
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き、一気に話が進む可能性があります。勉強の内容は高度である必要はありません。詳細でかつ

高度な内容というよりは、その研究内容に関係する事業内容を明確にイメージし、その事業にか

ける「想い」を伝えることのほうが、研究者の気持ちを動かします。

伝え方も大事です。言葉だけではなかなか伝わらないことがあります。可能であれば、相談内

容のポイントや自社の強み、弱みを洗い出しておくことが重要で、箇条書きでペーパーにしてお

くとさらに効果的と考えます。

ここで研究者と共同研究のきっかけをつくるポイントをまとめます。

ポイント１：ターゲットとなる研究者の研究内容を大まかに把握。自社の強みと研究者の研究内

容の共通点を見いだそう。（ここは“勉強”が必要！）

ポイント２：大学や中小企業支援機関に行く前に自社の強みを整理しよう！

「強み」「得意」でなくても「好き」でかまわない。大事なのは、その事業にかける

「想い」であり、これが色々な人（支援する人など）を動かす。

ポイント３：大学や中小企業支援機関に「この技術であれば○○社へ」となるよう、しっかりと

アピールしよう！そのためにも箇条書きでペーパーにしておくべき。色々な方に理

解されれば支援者も協力者も増える。

（２）公的研究助成金を使う

研究開発費は、中小企業に限らず大企業にとっても大きな負担となります。そこで活用したい

のが、公的機関等が公募する研究開発助成金です。助成金によっては、他機関との共同研究も可

能なものもあり、その場合の多くは大学等と共同研究申請したほうが、研究能力の信用が高まり

有利に働きます。

助成金の活用によって、大学等の研究者においても共同研究の実施に対するハードルを低くす

る効果があります。地域の中小企業と共同研究する際、研究者は必要となる共同研究費を企業に

要求しにくいものです。しかし、一緒に共同申請した研究助成金の中から研究費をいただくので

あれば、必要な経費を要求しやすくなります。「地元企業のA社と、○○補助金を共同で申請し、

採択された。その結果として、研究補助金の一部を使って共同研究申請をする」となれば、研究

者らは次のステージの研究開発助成金も視野に入れることになり、商品化まで共同研究をしてい

く可能性も高まります。

助成金を上手に使うことで、研究者との関係を継続することは、新規事業を実現させる近道に

なると考えます。

（３）企業間連携体制を作る

複数の企業の連携体を構築することも有効です。共同研究や共同イベントをする際、大学等は

１社の利益のためには動きにくいものです。何社かが集まって共同プロジェクトや○○研究会、

○○組合などをつくれば公共性も生じてきますので大学等も参加しやすくなります。つまり、大
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学側に“大義名分”を与えるような工夫をすれば、研究者や職員が動きやすくなります。このあ

たりも念頭に入れておくことが肝要と考えます。

４．共同研究の目的を達成する組織

アメリカの経営学者、チェスター・バーナード（１８８６‐１９６１）は、組織とは「２人以上の人々

の意識的に調整された活動や諸力のシステム」と定義しました。そして、組織が成立する３つの

要素として、①共通目的（構成員の個人目的と必ずしも一致するものではないが、構成員に合意

されている目的）、②貢献意欲（構成員の共通目的を達成しようとする意欲）、③コミュニケー

ション（情報の伝達のことであり、共通目的と協働意欲とを統合する役割を果たす）、があると

しました。５）

この組織成立の３つの要素を、大学等の研究者と実施する共同研究の組織の３要素として整理

すると以下のようになると考えます。

１）共通目的

企業が継続するためには、利益をきちんと確保していくことは重要です。しかし、大学等の研

究者との共同研究組織では、共通目的を露骨に「会社の利益のため」というのは控えるべきで

す。大学等の研究者は公的機関に所属していますので、民間の企業と一緒に共同研究するには

“大義名分”が必要となります。たとえば「社会のために役立つ研究を事業化する」を第１にお

き、第２に「企業の安定経営」や「研究成果の事業化で利益率アップ」などとするのが良いと考

えます。

２）貢献意欲

組織構成員の一人ひとりが、“自分たちの仕事が社会のためになる”と思わなくてはなりませ

ん。そして、共同研究に参加する人たちが、大学等の研究者や社長の“社会貢献したいとする想

い”を達成させたいという意欲をつくることが必要です。そのためにも、社会的に意味のある共

通目的をきっちりと作り上げることが重要と考えます。

３）コミュニケーション

コミュニケーションの技術が組織の方向性を決めます。そして構成員一人ひとりの貢献意欲を

維持してもらうためにも情報の伝達というのは非常に重要となります。大学等の研究者との共同

組織の場合、社内と違って距離もあることから、通常は多頻度の打ち合わせができません。電子

メール等で開発の状況を共有していくこと必要で、適切な頻度とタイミングで顔を合わせて打ち

合わせするのが良いでしょう。電子メールの使用は、“連絡”は良いのですが“議論”するのは

かなり成熟した関係でない限りやめたほうが無難です。未成熟な関係の中、顔が見えない電子

メールの使用で、喧嘩してダメになった組織をたくさん知っています。

大学等の研究者との共同研究を成功させるには、良好な共同研究組織の維持が重要です。利害

関係者が増えれば増えるほど組織の維持は困難にはなりますが、自社の経営資源を補てんするに

は良好な組織体制を構築し、維持することが成功の近道となり、新規プロジェクトを成功に導く
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図３ 共同研究組織成功の３要素

コツ、となります。

５．まとめ

経営資源の少ない中小企業が新規事業に取り組む際、地域にすでに存在するインフラ（金融機

関や支援機関など）の各機能を認識し、支援してもらうことが成功の近道です。さらに、大学や

公設試験研究機関の研究者との共同研究は、事業内容を高度化し、社会に対する信用力を向上さ

せます。北海道内の中小企業の皆様には、大学等と上手に付き合い、将来の地域の基幹となる新

規事業を構築していただきたいと考えております。

私が所属する北海道大学産学・地域協働推進機構は、大学の使命としている「教育」と「研

究」に加え、第３の使命である「社会貢献」を果たすべく、地域の皆様と協働していきます。お

問い合わせ等ございましたら、下記までご一報ください。なお、ホームページには、ワンストッ

プ窓口のメールフォームもあります。ご活用いただければ幸いです。

＜問い合せ先＞

国立大学法人北海道大学 産学・地域協働推進機構 須田 孝徳（すだ たかのり）

〒００１‐００２１札幌市北区北２１条西１１丁目北キャンパス総合研究棟３号館２階

TEL：０１１‐７０６‐９５５９ FAX：０１１‐７０６‐９５５０

E-mail t-suda@mcip.hokudai.ac.jp URL http : //www.mcip.hokudai.ac.jp
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＜参考文献＞

１）須田孝徳：日本経営診断学会叢書第３巻「経営診断の新展開」、第４章第１節「経営診断と

地域産業活性化」、pp１６７‐１７２（２０１５．３）

２）末富弘：講演資料「産学官金連携って何？～大学との賢い付き合い方」（２０１４．６）

３）佐伯浩：巻頭言，産学官連携ジャーナル、Vol．４、No．９、pp３（２００８）

４）須田孝徳：地域における大学発ベンチャーの役割，日本経営診断学会論集９，pp１０９‐１１４

（２０１０）

５）C．バーナード『新訳 経営者の役割』（１９６８、ダイヤモンド社）

＜執筆者略歴＞

１９６４年 北海道紋別市生まれ

１９８３年 北海道立紋別北高等学校 卒業

１９８７年 北見工業大学機械工学科 卒業

１９８７年 大手電機メーカーにて水車発電機の機械設計に従事

１９９０年 北海道大学にて金属材料の研究に従事

２０１２年 北大を退職し、中小企業基盤整備機構北海道「北大ビジネススプリング」にてチーフイ

ンキュベーションマネージャーとして従事

２０１４年 北海道大学産学連携本部にてマネージャーとして従事

２０１５年 産学連携本部が産学・地域協働推進機構に改組、現在に至る

博士（工学）（北海道大学、２００５年）

中小企業診断士（１９９４年登録）
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北洋銀行は、道内企業のアジア全域への進出を支援するため、株式会社国際協力銀行（JBIC）

とアジア地域の金融機関が締結した覚書１に参加する形式で、現地金融機関と提携しています。

このたび、提携金融機関のあるベトナム、インドでの日本食事情をテーマに、海外駐在員が現地

に足を運んで調査しました。今月から２号にわたって掲載いたします。

＜ベトナムの概要２＞

・総面積 ３２９，２４１平方キロメートル（日本から九州を除いた面積とほぼ同じ）

・人口 約９，１７０万人（２０１３年時点、国連人口計画推計）

・首都 ハノイ（人口約６９３．７万人：２０１３年）

・最大都市 ホーチミン（人口約７８１．８万人：２０１３年）

・GDP 約１，７００億米ドル（２０１３年、IMF）

・対日貿易 輸出１３６．５億米ドル（主要品目：縫製品、原油、輸送機器及び同部品等）

輸入１１６．１億米ドル（主要品目：機械機器・同部品、電子機器・PC・同部品等）

（いずれも２０１３年、ベトナム税関総局）

・在留邦人数 １１，２００人（２０１２年１０月）

＜嗜好について＞

ベトナムは南北の距離が約２，３００kmある細長い国です。北部が亜熱帯性、南部が熱帯性という気候の

違いや、歴史・地理的な発展の違いにより、北部（ハノイ）と南部（ホーチミン）とでは嗜好や気質が

異なります。嗜好については、北部では塩辛い味、南部では甘辛い味が好まれ、中部（フエ、ダナン、

ホイアン）では、北部・南部いずれとも異なると言われています。また、北部は我慢強い気質で堅実な

消費性向、南部は大らかな気質で比較的財布の紐が緩いとも言われています。

＜ハノイ、ホーチミンの日本食事情＞

今回、首都・ハノイと南部に位置する最大都市・ホーチミンを訪れました。どちらもタイのバンコク

から飛行機で１時間半程度の距離にあります。ベトナムでは、タイと同様に近代化が進んで中間所得層

が増加しており、それに伴い比較的高価な商品を取り扱う日系資本のショッピングモールや日本食レス

トランの数も増加しています。

ハノイには約１００店、ホーチミンには約３００店の日本食レストランがあります。ホーチミンで人気の日

本食レストランを訪れたところ、平日にもかかわらずベトナム人でほぼ満席でした。レストラン間での

競争が激しくなっており、店ごとの特徴を出すため北海道産食材の提供も増えてきています。ハノイで

も日本食レストランで食事したところ、刺身や天ぷらなど日本人でも十分満足できる内容でした。ハノ

アジアニュース

アジア地域の日本食事情～ベトナム編～
北洋銀行バンコク駐在員事務所 所長 平山 源

１日本の地域金融機関を通じた中堅・中小企業のアジア地域への進出支援体制の整備を目的に、JBICがアジア
地域の７つの金融機関と締結しているもの。
２出典：外務省ホームページ（http : //www.mofa.go.jp/mofaj/area/vietnam/data.html）。ハノイ、ホーチミンの人口
のみ日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページ
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ショッピングセンター内の日本料理店 タイ資本のレストランチェーン

イではカレーや丼物、ラーメンなどの専門店は少なく、ひとつの店舗で多種多様な料理を提供する店が

多いです。

＜他国勢の進出状況＞

２０１３～２０１４年度のベトナムへの最大の投資国は韓国です。ハノイ駅をはじめ、主要ショッピングセン

ター内にファストフードの「ロッテリア」を多く見かけたほか、焼肉店など韓国系と思われる飲食店が

多数ありました。また、タイの企業が経営するレストラン等も多く見られ、ASEAN域内での投資が進

んでいる状況を肌で感じました。

＜ベトナムへの進出について＞

ベトナムへは、法律の要件を満たせば独資３で進出することも可能ですが、中小企業においては現地

企業と合弁会社を設立したり、独資であってもコンサルタントを利用したりして進出するケースが多く

見られます。社会主義の国家体制や法務面、税関との交渉や政府機関からの検査・指導に日本企業が独

力で対応することは大きな負担となるため、信頼できるパートナー選びが極めて重要です。

当行が業務提携しているベトコム銀行は、日系企業専門窓口である「ジャパンデスク」を持ち、ま

た、約４００におよぶベトナム国内の拠点網を活用した現地経済・投資環境の情報、各種金融サービスの

提供等を行っています。今後もASEAN地域において多様化するお客さまの海外展開ニーズにお応えし

て参ります。

３日本企業の出資のみで現地法人を設立すること
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４９５ ６５～２４３ ２９３ ２５７ １８０～２６５

牛乳 １リットル 現地産 ２６５～５５０
３７

（２４３ml）
１６５

２８０
（８３０ml）

１７０～２７２

じゃがいも ０．５kg 現地産 １２４～２５９ ３９～９７ ２２０
１６５

（アメリカ産）
１０５

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２５５ ２８７
３２６

（１個）
１１０

（１個）
１６５

（中国産）

小麦粉 １kg ２１０ １９７ １６８ ２２９ １２７

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１５ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０９ １７９ ３３０ ２７９

カップラーメン １個 日本メーカー製 ９５ １２９ ２７５ １６５ ５４５

ミネラルウォーター ５５０ml ２９ ３１ ２９ １４７ ３７～９９

コーラ ３３０ml コカコーラ ４１ ４７ ５５ ８２ １０９

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３１９ ３３９ ７３４ ４４１ －

タクシー初乗り ２７９ １９９ １３２ ２９４～３４９ ４７４～５９２

ガソリン １リットル レギュラー １４９ １２８ １２４ ２２０ ９１

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６５４ ５６０ ５３２
５９７

（日本製）
３９１

乾電池 単三２本 米国製
１７７

（現地製）
９４

（現地製）
３４８ ２９１ ２１８

洗濯洗剤 １kg 日本製
２７０

（現地製）
２４９

（現地製）
４４０ ２３８ ７９３

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９９ ２９９ ２９３ ３６７ ４７４

電気料金 １kwh 住居用 １２ ９ ５５ ２４ ８

水道料金 １� 住居用 ３８ ６１ ３６ １０７ ７５

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １８ ８２ ６６

バス 市内均一区間 ３９ １９～３９ ２９ １１０～２０２ ４０

地下鉄 初乗り ５９ ３９ ８０ １０１～２２０ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ７９，８２０ ８９，５８０ ８６，７９５ ９０，８０７ ８５，２９６

基本料金／月 ９１８ １，１５７ ２，９３６ ４，９８２ ３，５５５

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ３

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０９７～２，７９４１，１９７～１，５９６７３４～１，６５１ １，０５６ ４７４～９４８

現地価格調査（２０１５年６月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１５年５月２９日仲値
１中国元＝１９．９６円 １タイバーツ＝３．６７円 １シンガポールドル＝９１．９１円 １ロシアルーブル＝２．３７円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２８／本文　※柱に注意！／０１９　　　　　アジアニュース（現地価）  2015.06.17 17.39.32  Page 19 



― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

株式会社茎津綜業 様 千歳市 茎津 俊爾氏 ３千万円

平成２７年５月２０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ４千万円 ５年

昭和３２年に運送業者として創業。その後、土木工事部門を開設するなど業容を拡大。現在は土木・舗
装・とび土工コンクリート・水道施設工事を主業とし、官公庁・民間業者から数多くの受注実績を有す
る。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業の認定を受けている。

２

丸栄北新電設株式会社 様 札幌市 新海 勇治氏 １千万円

平成２７年５月２２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和６２年設立の電気設備の設計・施工業者。商業施設関連電気設備工事や工場機械プラント工事等年間
５００～７００件の工事を手掛ける。設備の診断から施工・保守管理まで自社で一貫して行うことで高品質・
低コスト・短工期の施工を可能としている。平成２７年「さっぽろエコメンバー」に登録。

３

宮本土建工業株式会社 様 小樽市 宮本 義久氏 ３千万円

平成２７年５月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

明治４０年代創業の土木工事業者。土木工事、除雪業務、砕石業務を主業とする。これまでに道道小樽臨
港道路や小樽運河の整備事業に携わるなど、創業以来地域のインフラ整備に貢献。平成２７年「北海道グ
リーン・ビズ認定制度」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

４

株式会社ノースグリッド 様 札幌市 菊池 敏幸氏 １千万円

平成２７年５月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成１５年設立のコンピューターソフトウエアの開発・販売業者。サーバー用のパッケージソフトウエア
「Proself」は、自社開発のため柔軟な対応ができ、容量を気にせず低価格で安心・安全に利用できる等
ユーザーの要望に応えるべく進化を続けてきた。平成２７年「さっぽろエコメンバー」に登録。

５

株式会社ときわ事務器 様 小樽市 下河道 修氏 １千万円

平成２７年５月２７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和４６年設立の事務用機器・学校教材・紙文具販売業者。主に小樽市役所・小樽市内の小中学校を中心
に、コピー機や机、コピー用紙等事務用品を販売するほか、保守・点検サービスも提供。平成２７年「北
海道グリーン・ビズ認定制度」に登録、エコ企業として認定を受けている。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。

私募債発行企業のご紹介

５月の私募債発行企業

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２８／本文　※柱に注意！／０２０　　　　　私募債発行企業のご紹介  2015.06.17 17.39.32  Page 20 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ r１０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０１．９ ２．３ １０２．０ △０．５ １０１．７ ２．６ １０２．４ △４．７ １０６．８ １．２
４～６月 ９８．４ △３．４ ９８．８ △３．０ ９５．８ △６．１ ９７．１ △４．５ １０３．２ ０．８ １１０．１ ３．１
７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ r１０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
２６年 ４月 ９９．８ △２．３ ９９．２ △２．３ ９５．１ △６．８ ９７．７ △３．７ １０３．６ １．２ １０６．７ △０．１

５月 ９９．３ △０．５ ９９．５ ０．３ ９７．０ ２．０ ９７．３ △０．４ １０３．７ ０．１ １０８．７ １．９
６月 ９６．２ △３．１ ９７．６ △１．９ ９５．４ △１．６ ９６．４ △０．９ １０３．２ △０．５ １１０．１ １．３
７月 ９８．８ ２．７ ９７．５ △０．１ ９６．７ １．４ ９６．９ ０．５ １０３．０ △０．２ １１０．７ ０．５
８月 ９６．９ △１．９ ９６．７ △０．８ ９４．１ △２．７ ９４．９ △２．１ １０４．４ １．４ １１１．７ ０．９
９月 ９８．４ １．５ ９８．１ １．４ ９７．３ ３．４ ９７．９ ３．２ １０３．４ △１．０ １１１．３ △０．４
１０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 r ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ r１０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 p９７．１ △１．０ ９９．３ １．２ p９７．４ △０．１ ９７．９ ０．６ p１０５．６ △１．８ １１３．８ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 r ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ r ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３７５ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，２００ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９３３△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１３８ △５．３ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９４ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 r ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ r １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
２６年 ４月 ７２，８９４△５．７ １４，６８１△６．０ １４，０５８ △１４．０ ４，６１５ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６７ △３．９

５月 ７７，３５６△０．４ １５，９３２△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１２０ △２．５ ６１，７９４ ０．８ １０，８１２ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１９△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０４ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１６ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７７ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００７ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１７０ ０．８
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６６ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３９ １．９ ６５，１１８ ３．０ １１，５２７ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 r ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ r ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 p ７８，５０５ ７．７ １６，０８０ ９．５ p １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ p ６２，８６０ ６．８ １０，８５８ ７．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２８／本文　※柱に注意！／０２１～０２５　主要経済指標　※項目増  2015.06.17 17.43.21  Page 21 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７７９ － ２１０，８６４ － ４７，６４０ － １２８，５２２ － ３２，４０８ －

２６年１～３月 ４８，１４７ － １４，２７３ － ５１，４５９ － １２，１８３ － ２８，０７４ － ８，１４８ －
４～６月 ２７，２６１ － ９，２３８ － ５１，２２３ － １１，３５１ － ３５，２７７ － ８，３８５ －
７～９月 ３１，８４１ － １０，６３６ － ５４，０８８ － １２，１３８ － ３１，８０７ － ８，０５７ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，３１５ － ３６，５５２ － ８，８６８ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．９ ５２，５５３ ２．１ １１，８３６ △２．９ ２４，８８６ △１１．４ ７，０９７ △１２．９
２６年 ４月 ８，７２０ － ２，８６９ － １８，６８３ － ３，５４４ － １０，７４７ － ２，６９７ －

５月 ８，７５８ － ２，９５９ － １５，２０４ － ３，８２８ － １３，００５ － ２，９５５ －
６月 ９，７８３ － ３，４１０ － １７，３３６ － ３，９７９ － １１，５２５ － ２，７３４ －
７月 １０，２４１ － ３，９４６ － １８，１８４ － ４，１６９ － １１，０３７ － ２，７８０ －
８月 １１，２８８ － ３，５６３ － １８，３９４ － ４，０８０ － １１，１６７ － ２，７６１ －
９月 １０，３１２ － ３，１２８ － １７，５１０ － ３，８８９ － ９，６０３ － ２，５１６ －
１０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － ３，９２４ － １１，０４７ － ２，６３０ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ３，９１０ － １１，４２９ － ２，７６６ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，４８１ － １４，０７６ － ３，４７２ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．６ １８，９５６ ９．１ ３，８８５ ３．１ ８，３２２ △４．８ ２，３２３ △６．１
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．３ １７，２６６ ４．３ ３，７８９ ５．１ ６，９６７ △４．４ ２，１７４ △３．５
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．３ １６，３３１ △６．８ ４，１６１ △１３．５ ９，５９７ △２０．３ ２，６００ △２４．０
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．３ １７，１０４ △８．５ ３，９９１ １２．６ １１，６８２ ８．７ ２，８３４ ５．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ ２６３，５３０ △２．６ ３０３，０４１ ４．１ ２，６４８ ５．３ １９６ ３４．８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ ２７５，６４８ １１．２ ２８２，１１４ △１．１ ２，８３０ △０．８ １５９ ２４．６
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
２６年 ４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ ３０２，９５７ １１．４ ３０２，１４１ △０．７ ７８６ ０．２ ４４ ４０．１

５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ ２６２，０８４ ８．０ ２７１，４１１ △３．９ ９９１ ０．１ ５７ ３４．９
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ ２６１，９０４ １４．１ ２７２，７９１ １．３ １，０５３ △２．３ ５７ ７．２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ ２６３，６７４ １０．７ ２８０，２９３ △２．０ １，１８０ △０．２ １０３ ３０．６
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ ２５６，４４２ ２．２ ２８２，１２４ △０．９ １，３９６ △１．９ ８６ ２５．８
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ ２２６，４２３ △５．０ ２７５，２２６ △１．９ １，２１６ △０．１ ６０ ２３．８
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ p ６９ ５７．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ ３８４ ７５．９ １１，１９８ △１．９ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ６３０ ２．６ １１，７０３ △５．３ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
２６年 ４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ ２２８ ２５．８ ３，９８０ △７．１ ８，１７１ １７．６

５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １８１ △２２．８ ３，５４３ △１１．８ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ ２２１ １１．６ ４，１８０ ３．０ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １７３ △２０．９ ３，７９９ △６．１ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ １６０ △９．７ ３，８９２ △０．５ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ １６０ １０．２ ３，６６６ △１６．０ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
２６年 ４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１

５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３６５ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年１～３月 １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ０．８１ １．００ ３０，５８９ １１．６ ７６８，５２９ ７．０ ４．６ ３．７
４～６月 ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ０．７７ ０．８９ ２９，９９１ ７．６ ７２３，９７４ ７．２ ４．１ ３．７
７～９月 ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
２６年 ４月 １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ０．７６ ０．９０ ３２，０９０ ９．３ ７６３，３０４ ９．３ ↑ ３．９

５月 １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ０．７６ ０．８８ ２８，９１６ ８．２ ７０４，９７８ ３．７ ４．１ ３．６
６月 １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ０．７９ ０．９０ ２８，９６６ ５．４ ７０３，６４１ ８．６ ↓ ３．７
７月 １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ０．８３ ０．９５ ３１，２８１ ２．２ ７６５，４０３ ４．８ ↑ ３．８
８月 ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ０．８５ ０．９７ ２８，２１４ ２．２ ６９２，２８５ △０．１ ３．４ ３．５
９月 ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ ０．８８ １．００ ３０，７３４ ６．３ ７５５，０９０ ７．０ ↓ ３．５
１０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ － ３．６

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年１～３月 １０１．８ １．５ １００．６ １．３ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
２６年 ４月 １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ ３２ ３．２ ９１４ １．６ １０２．５６ １４，３０４

５月 １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１ １０１．７９ １４，６３２
６月 １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５ １０２．０５ １５，１６２
７月 １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９ １０１．７２ １５，６２１
８月 １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２ １０２．９６ １５，４２５
９月 １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ ２１ △４．５ ８２７ ０．８ １０７．０９ １６，１７４
１０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，４７９ △０．７ ７４６，７０３ ５．４ r１，３４９，１７８ △２９．５ r ８３８，１４６ △０．９

２６年１～３月 １２６，３９３ １４．９ １７４，３４４ ６．６ ５２７，６２２ ３．３ ２２４，８５７ １７．６
４～６月 １０９，０８５ △１．６ １７６，１３２ ０．１ ３０２，３２３ △３０．４ ２０１，９００ ２．８
７～９月 １１５，６８４ ２．５ １８２，７８８ ３．２ ３２３，３６２ △２７．１ ２１１，６０６ ２．４
１０～１２月 １２７，５６４ ４．８ １９７，６６６ ９．１ ３７４，５２３ △２６．４ ２２０，７２８ １．２

２７年１～３月 １１６，１４６ △８．１ １９０，１１７ ９．０ r ３４８，９７１ △３３．９ r ２０３，９１３ △９．３
２６年 ４月 ４４，７３７ １５．０ ６０，６７２ ５．０ １１６，５３１ △３０．３ ６８，９２７ ３．６

５月 ３１，３９０ △７．４ ５６，０６０ △２．８ ９１，６７９ △３９．８ ６５，２３２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４００ △２．０ ９４，１１３ △１８．２ ６７，７４１ ８．６
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９１９ ３．９ １０３，６５０ △２１．９ ７１，５８５ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０４８ △１．３ １０５，６３６ △３６．４ ６６，５８０ △１．４
９月 ４３，１１７ ８．３ ６３，８２１ ６．９ １１４，０７５ △２１．３ ７３，４４１ ６．２
１０月 ４２，５４９ ５．６ ６６，８７３ ９．６ １１４，１５０ △３３．２ ７４，２９１ ３．１
１１月 ４０，３３０ ９．４ ６１，８７５ ４．９ １２５，４６３ △２３．４ ７０，８６３ △１．６
１２月 ４４，６８５ ０．２ ６８，９１８ １２．８ １３４，９０９ △２２．６ ７５，５７４ １．９

２７年 １月 ４３，７１５ ３１．８ ６１，４３４ １７．０ １２７，８５０ △３７．６ ７３，１７２ △９．１
２月 ３２，１２５ △２２．２ ５９，４１４ ２．５ r １０５，６４０ △３１．８ ６３，６９９ △３．６
３月 ４０，３０６ △２２．４ ６９，２６８ ８．５ １１５，４８１ △３１．２ r ６７，０４２ △１４．４
４月 p ４２，９２１ △４．１ ６５，５０２ ８．０ p１０２，２５８ △１２．２ p ６６，０６０ △４．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
２６年 ４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６

５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２７年 １月 １４５，６７２ ２．６ ６，５５３，７６３ ３．１ ９４，４２８ ２．０ ４，４４４，９５６ ３．１
２月 １４６，５４３ ３．０ ６，５８９，８７３ ３．６ ９４，５５８ ２．１ ４，４６０，２６７ ３．４
３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４７８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４７６ ３．３
４月 １４７，５３４ ２．０ ６，７１６，２１４ ３．５ ９３，７７６ ０．７ ４，４７２，０７４ ３．３

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年７月号
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●道内経済の動き 
●ネットワーク形成道場の勧めー私的勉強会から見えてくるもの 
●自社にない経営資源の補てん法～共同研究のすすめ～ 
●アジア地域の日本食事情～ベトナム編～ 
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